様式第１１号（告示第５の７）　　ガイドラインP 29、42
XXXX年XX月XX日

特定外国従業員帰国後雇用状況等報告書


経済産業大臣　殿


所在地　○○県○○市XX丁目XX番XX号
名 称　株式会社○○○○○
代表者の氏名　代表取締役　○○　○○


○年○月○日付け認定番号○○で認定を受けた製造特定活動計画について、製造業外国従業員受入事業に関する告示第５の７に基づき、特定外国従業員の帰国後の雇用状況等を下記のとおり報告します。

記

１　当該報告に係る特定外国従業員の氏名
２　当該特定外国従業員の帰国日
３　当該特定外国従業員の雇用状況等確認日
４　当該特定外国従業員の雇用状況（雇用又は退職の別を記入）
５　（４が雇用の場合）業務内容
６　（４が退職の場合）退職した理由
　　　１～６別紙に記載。


（記載例）




様式第１１号　別紙

特定外国従業員の帰国後の雇用状況等

	No
	１　当該報告に係る特定外国従業員の氏名
	２　当該特定外国従業員の帰国日
	３当該特定外国従業員の雇用状況等確認日
	４　当該特定外国従業員の雇用状況
（雇用又は退職の別を記入）
	５（４が雇用の場合）
業務内容
	６（４が退職の場合）
退職した理由

	
	
	
	
	
	
	


 ※報告は、認定を受けた計画単位で、当該計画により受け入れた特定外国従業員すべての者について、最後に帰国した特定外国従業員の出国日の１年後にまとめて報告することができる。
